
はじめに

最近の社会保険労務士試験では、選択式の労働一般常識において、厚生労働省のパンフレッ

ト、リーフレットや同省のホームページの記述から出題されることがあります。

また、法律条文からの出題であっても、パンフレットやリーフレットの記述から正解を得ら

れることもあります。パンフレットやリーフレットは、どのような規定が注目されているのか

を知るきっかけにもなります。令和 7 年1文には、次のような出題がありました。

〈例〉令和 7 年度空欄c

労働施策総合雅進法第30条の 2 第

1 項は、「事業主は、職場において

行われる優越的な関係を背娯とした

言動であって、ここ口によりその

雁用する労働者の就業環税が害され

ることのないよう、当該労働者から

の相談に応じ、適切に対応するため

に必要な体制の整備その他の附用管

理上必要な措置を講じなければなら

ない。」と定めている。

→答は、右記参照。

労働施策総合推進法に基づく「バワーハラスメント防止
措醤」が中小企業の事業主にも義務化されます！ （リー
フレット）

出典：厚生労働省

https:/ /www.mhlw.go.jp/content/ 11900000/000855 
268.pdf 

"’’9 

厩場で行われる、①～③の要素全てを溝たす行為をいいます．

哀

※客観的にみて、安務上必壼かつ1目当な範囲で行われる過正な史務指示や指導lel該当しまビん．

※ 本書では、上記のように、選択式の問題ごとに根拠となるパンフレット、リーフレット等

を掲載し、その中で問題の空欄に当てはまる語句をだ円で囲んであります。

そのほか、どのような出題があったのか、確認しておきましょう。

〈例〉令和 4 年度 空欄 c 障害者雇用のご案内（バンフレット）
出典：厚生労働省

障害者を扉用した事業主は、 I https://www.mhlw.go.jp/content/000767582.pdf 

1旅害者の職場適応のため

に、~による支援を受け

ることができる。

ロこ］には、配置型、訪問
型、企業在籍型の 3 つの形があ

る。

→答えは、右記参照。

ジョプコーチによる支援 問い合わせ先：地域障害者職業センター

.0、障害者の脚易園に向けた支援として、以下の2点を行っています．
・障害名に対して、繊場の従菜日との関わり方や、効写の良い作策の進め方などのアドバイス

•印染主に対して、本人が力を発揮しやすい作哀の提案や、悶苔特性を踏まえた仕1Jlの教え方
などのアドパイス

言言言□
このように、厚生労働省のパンフレット、リーフレットにある記述と同様の問題文に空欄を

設けた出題がみられます。



また、令和 5 年度には、その年度版の本書でも取り上げていた「ユースエール認定制度」が

択ー式で出題されました。本書は当然ですが、択ー式対策にもなります。

〈例〉令和 5 年度 択ー式〔問 4-D 〕 ご存じですか？ユースエール認定制度（バンフレット）
出典：厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/ 

厚生労働大臣は、前時廂用する労 1 1800000/001579372.pdf 働者の数が300人以上の事業主から 1 ｷ~---------扉り枷叫疇の申請に基づき、当該事業主につい

て、青少年の募媒及び採用の方法の

改善、職業能力の開発及び向上並び

に 1戦場への定浩の促進に関する取組

に関し、その実施状況が優良なもの
詈旦塁宣言言昂ゞ

あることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことが

でき、この制度は「ユースエール認定制度」と呼ばれている。

→答は X。上記の「300人以上」は、「300人以下」。

さらに、令和 5 年度の選択式では、次のような出題もありました。

〈例〉令和 5 年度選択式空欄D

最低賃金制度とは、最低貸金法に

基づき国が賃金の最低限度を定め、

使用者は、その最低箕金額以上の賃

金を支払わなければならないとする

制度である。仮に…...中略••…•なら

ない。また、地域別最低買金額以上

最低賃金制度とは
出典．厚生労働省HP https://www.mhlw.go.jp/stf/ 
seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/ 
chingin/newpage_ 43880.html 

【最低賃金制度とは1

最低賃金制度とは、最低賃金法に基づき国が質金の最低限

度を定め、使用者は、その最低賃金額以上の賃金を支払わな

ければならないとする制度です。

仮に最低賃金額より低い黄金を労働者、使用者双方の合意
の賃金を支払わない場合については、 の上で定めても、それは法律によって無効とされ、最低賀金
最低貨金法に罰則（50万円以下の罰 額と同額の定めをしたものとされます。

金）が定められており、特定（産業 したがつて、最低賃金未満の賃金しか支払わなかった場合
別）最低賃金額以上の賃金を支払わ には、最低賃金額との差額を支払わなくてはなりません。ま

た、地域別最低賃金額以上の賃金額を支払わない場合には、
ない場合については、［互□の罰則 最低賃金法に罰則 (50万円以下の罰金）が定められ、特定（産
(30万円以下の罰金）が科せられる。 業別）最低賃金額以上の賃金額を支払わない場合には、ぐ厨昼
→答えは、右記参照 亘竺困刃罰則 (30万円以下の罰金）が定められています。

右上で紹介した厚生労働省ホームページの記述は、左上の令和 5 年度選択式の問題文とほぽ

一致します。なお、当該問題に続く空欄E も、ほぼ厚生労働省ホームページの記述でした。

このような傾向を踏まえ、「選択式・労働一般常識の対策」になるようにと、本書を企画し

ました。ここで取り上げたパンフレット、リーフレット等の汽料は、原生労働省の重要施策を

映す鋭といえます。労働諸法令につながるものを中心に紹介していますので、労働諸法令の直

要点の把握、復習、知識の底上げにもつながると思います。

とにかく、問題にチャレンジしてみてください！

※ 本瞥掲載のパンフレット、リーフレットおよび厚生労働省ホームページの記述は、令和 8

年 4 月 28日現在のものに碁づいています。
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一
雇用関係

1 若者雇用促進法に基づく認定制度（若者雇用促進法）

2 厚生労働省の人材開発支援策（職業能力開発促進法、雇用保険法）

3 厚生労働省の障害者雇用対策（障害者服用促進法）

4 厚生労働省の高年齢者雇用対策（商年齢者雁用安定法）

5 厚生労働省の人材確保対策（労災保険法、雇用保険法）

6 厚生労働省の外国人雇用対策（労働施策総合推進法）

7 厚生労働省の介護労働者の雇用対策・地域雇用対策（地域雇用開発促進法）

8 中途採用・経験者採用の促進と職務給（労働施策総合推進法）
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9 障害者雇用率制度等の最近の改正（障害者雇用促進法） 36 

10 雇用・業務委託等に関する最近の新設法律（労働者協同組合法、フリーランス・事業者間取引適

正化等法） 40 

少子化対策・女性活躍促進・ハラスメント対策関係

11 育介法による公表制度・次世代法による認定制度の改正（育児・介護休業法、次世代育成支援

対策推進法）

12 女性活躍推進法等の改正（本年度改正点） （女性活躍推進法）

44 

48 

13 パワハラ防止措置の義務化（労働施策総合推進法） 52 

14 多様な人材が活躍できる職場環境／性的指向・性自認等（労働施策総合推進法、男女雇用機会

均等法） 56 

労働基準・働き方改革関連

15 副業・兼業の促進に関するガイドライン（労働基準法） 60 

16 テレワークガイドライン 64 

17 勤務間インターバル制度の導入等（労働時間等設定改善法） 68 

18 しわ寄せ防止、いわゆる下請法等の改正（労働時間等設定改善法） 72 

19 労働時間等の設定改善に関する施策 76 

20 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（改善基準告示） （労働基準法） 80 

21 同一労働同一賃金ガイドライン（バートタイム・有期雇用労働法） 84 
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若者雇用促進法に基づく
認定制度

若者雇用促進法

可次の文中の［：二］の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全な文章とせよ。

若者の採用・育成に秘極的で、若者の扉/ll管理の状況などが優良な中小企業を、若者扉用促

進法に碁づき）厚生労働大臣が「［~認定企業」として認定している。

認定した企業の情報発信を後押しすることなどで、企業が求める人材の円滑な採用を支援し、

求職中の若者との［亘二］を図るものである。
|二こ］認定企業になると、次の支援を受けることができるようになり、企業のイメージア

ップや優秀な人材の確保などが期待できる。

(1) ハローワークなどで重点的 PR を実施

(2) 認定企業限定の就職而接会などへの参加が可能

(3) 自社の［こ二］が可能
(4) 日本政策金融公／iltによる融資制度（基泄利率の割引）

(5) 公共調達における加点評価

(1)については、「わかものハローワーク」や「［~などの支援拠点で認定企業を積極的

に PRすることで、若者からの応募増が期待できるとされている。

なお、仁囚コ認定企業の対象となるのは、所定の認定基準をすべて満たす中小企業の事業

主（常時扉用する労働者が|~人以下の事業主）とされている。

選択肢

① l00 ( 300 ( 500 (1. 000 

⑤ 認定した職業訓練 ⑥ 商品、広告などに認定マークの使用

⑦ 若返り ⑧ エンブレムに認定マークの使用 ⑨ 交流

⑩ マッチング向上 ⑪ 連挑 ⑫ 慈見交換 ⑬ くるみん

⑭ ユースエール ⑮ もにす ⑯ えるぽし

⑰ ふるさとハローワーク ⑱ 外国人雁用サービスセンター

⑲ 新卒応援ハローワーク ⑳ マザーズハローワーク

厚生労慟省のリーフレット「ご存じですか？ ユースエール認定制）文」を題材とした問題で

す。ユースエール認定制度は、若年者雇用促進法に規定されているものです。

根拠となる法律条文は次のとおりです。
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厨i·鳩適合する事業主の認定（法第15条）

原生労働大臣は、事業主（常時雁用する労働者の数が300人以下のものに限る。）からの

申請に基づき、当該事業主について、青少年の経媒及び採用の方法の改善、職業能力の開

発及び向上並びに職場への定着の促進に関する取組に関し、その実施状況が優良なもので

あることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことが

できる。

厚生労働省は、このような認定制度をいくつか設けていますが、その愛称を覚えておくこと

が重要です。令和元年度の選択式では、女性活躍推進法に基づく「えるほし」が、空欄とされ

たことがあります。

本書でも、その辺りは重視していますので、他の認定制度についても取り上げています。

なお、本問の［互二］は、一般常識といえる内容ですが、このような部分が出題されうるのが、

一般常識の選択式です。）厚生労働省では、「専門的な相談ができる様々なハローワークなど」

として、次のように分類していますので、その内容も紹介しておきます。

［プラス a ] 厚生労働省HP ．専門的な相談ができる様々なハローワークなど

マザーズハローワーク
子育て中の方が仕事を探すときに、お子様連れでも利用しやすい

環淡で、専門的にご相談いただける窓口です。

学生•生徒の方や、学校卒業後おおむね 3 年以内の方を対象に、

新卒応援ハローワーク 担当者制による個別相談やセミナーなど、様々な就職支援を行っ

ています。

わかものハローワ＿ク
正社員就職を目指す若者（おおむね35歳未満）を対象に、専門ス

タッフがマンツーマンで就職支援を行っています。

就職氷河期世代専門窓口
就職氷河期世代（おおむね35歳～55歳）の正社員就職を目指す方

のための専門窓口です。

生涯現役支援窓口 再就職などを目指すおおむね60歳以上の方のための専門窓口です。

ふるさとハローワーク（地 ハローワークが設置されていない市町村において、市役所などの

域職業相談室） 中に窓口を設け、職業相談・職業紹介等を行っています。

五
A ⑭ ユースエール

B ⑩ マッチング向上

c ⑥ 商品、広告などに認定マークの使用
D ⑲ 新卒応援ハローワーク

E ( 300 

雇用関係 5 



ご存じですか？ ユースエール認定制度
出典・厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/ 11800000/001579372.pdf 

三
の採用・育成に積極的、、 若者の雇用管理の状況などが優良な中

旦ミ晶塁塁儡言雪邑麟言：言□雪讐言。こ
認定した企業の情報発信を後押しす孟§と益とヱー息：が求める人材の
円滑な採用を支援し、求職中の若者と ッチング向 図ります。 ＜認定マーク＞

|Q「ユースエール認定企業」として認定を受けると、どんなメリットがありますか？］

A ユースエール認定企業になると、以下の支援を受けることができるようになり、
企業のイメージアップや優秀な人材の確保などが期待されます。

畠硲言祐温冨旦―PクRh芯想厚な巳とはよ；芦旦盈品乱鷹忍累］言万
ハローワークなどで

1 
m点的 PRを実施

また、四生労働省が運営する、若者の採用・育成に相極的な企業などに
関するポータルサイト「若者雇用促進総合サイト」などにも認定企業として
企業梢報を掲載しますので、目社の魅力を広くアピールすることができます。

認定企業限定の就職面接会
各都迫府県労働局・ハローワークが開催する就職面接会などについて

2 積極的にご案内しますので、正社只就職を希望する若者などの求職者
などへの参加が可能

と接する機会が増え、より適した人材の採用を期待できます。

項丘る商品、広告などlL 認定企業は｀ユースエール認定マーク（右）を、商品や広告

マYなどに付けることができます。認定マークを使用することに
3 j I 定マークの使用が可能 より、ユースエール認定を受けた慨良企業であるということ

を対外的にアビールすることができます。

株式会社日本政策金融公庫（中小企業出業）において実施している「働き方
改革推進支援臼金」を利用する際、基準利率からー0.65％での融資を受ける

ことができます。

4 
日本政策金融公廊による

※基準利率は、貸付期間、担保の有無などに応じて異なります．
融炎制度 詳細は以下のURLをご覧ください。

https://www.jfc.go.jp/n/rate/base. html 
※働き方改革惟迫支援貨金の詳細は、以下のURLをご覧ください．

htt(ls. Uwww. J fc. go. J (l/ n/finance/ search/ha ta ra ki ka ta. html 

| 公共調達のうち、価格以外の要素を評価する調達（総合評価落札方式・企画
競争方式）を行う場合は、契約内容に応じて、ユースエール認定企業を加点

5 公共調達における加点評価 評価するよう、国が定める「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の
活用に関する取組指針」において示されています。

※加点評価の詳細は、公共調達を行う行政機関によって定められています．

一部の地方公共団体が行う事業（補助金、奨励金、融沼制度等）において、

6 
一部地方公共団体における ユースエール認定企業への優遇措四が設けられている場合があります。
優遇措図 詳細は、以下のURLをご覧ください。

h!;tQ~-LLwww.mhlw go.rnLcQntentL1180QOQOLQQl 57;ifi7!l.i,df 

〇厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク
LL080401開若02
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【認定基準】

1 学卒求人※ 1 など、若者対象の正社貝※2の求人申込みまたは募集を行っていること

2 若者の採用や人材育成に,n極的に取り組む企業であること

I 
・ 「人材育成方針」と「教育訓練計画」を策定していること

I ..—········ • •-----··~---· - • • --•L--- -. ---ｷ 

・直近3事業年度の新卒者などの正社員として就職した人の離職率が20％以下※ 3
r···············・----·-......—······ー········--....-..-----—ー·-·•-------------疇．．-······-······-··-····疇·• 
•前事業年度の正社只の月平均所定外労働時間が20時間以下かつ、月平均の法定時間外労

3 
右の要件をすべて 働60時間以上の正社貝が 1 人もいないこと
満たしていること •--··ー一雫·藝--．疇~ ●雫---疇~．~如··手·---雫------------------------------------------------輩---疇-------------------------------------------------------

•前事業年度の正社貝の有給休暇の年間付与日数に対する取得率が平均70％以上又は年間
取得日数が平均10日以上匹

-----幽------““~---------------------------------------------------------------
・直近 3l'Jl業年度で男性労働者の育児休業等取得者が 1 人以上又は女性労働者の育児休業等
取得率が75％以上※ 5

I ・直近3事業年度の新卒者などの採用者数・離職者数、男女別採用者数、平均継続勤務年数
“'··'疇•~—·~-疇·· ------ｷ ··—···—•----·~·-•-*-*--

右の円少年雇用伯報 ・研修内容、メンター制度の有無、自己啓発支援・キャリアコンサルティング制度・社内検
4 について公表してい 定等の制度の有無とその内容

ること --... --------.•＿―--------—-----ー_-----·.．“.疇--------尋-----------------------＿---尋·→＿`亭＿—一＿一-—・·-···・--―-.疇--・·
•前事業年度の月平均の所定外労働時間、有給休暇の平均取得日数、育児休業の取得対象者

' 
数•取得者数（男女別）、役ロ・管理職の女性割合

5 過去 3年間に認定企業の取消を受けていないこと

6 過去 3年間に認定基準を満たさなくなったことによって認定を辞退していないこと※6
｀~一疇•

7 過去 3年間に新規学卒者の採用内定取消しを行っていないこと

8 過去 1年間にm業主都合による解府または退職勧奨を行っていないこと※7, 碩力団関係平業主でないこと
10 風俗営業等関係甲業主でないこと

11 1 各種助成金の不支給措置を受けていないこと
12 重大な労働関係等法令違反を行っていないこと

※ l 少なくとも卒菜後 3年以内の既卒者が応募可であることが必要です．
※ 2 正社貝とは、四接雇用であり、期間の定めがなく、社内の他の雇用形態の労働者（役貝を除く）に比べて高い責任をQいながら菜務に従IJI

する労働者をいい、派遺契約で業務に従事する者は除きます。

※ 3 直近 3 1J1菜年度の採用者数が 3人または4人の場合は、酪輯者数が 1 人以下であれば、可とします。

※ 4 有給休暇に準ずる休暇として企菜の就菜規則等に規定する、有給である、毎年全員に付与する、という 3つの条件を満たす休暇について、
労働者 1 人あたり 5日を上限として加i庄することができます。

※ 5 男女ともに百児休築などの取得対象者がいない場合は、育休制度が定められていれば可とします。また、 「くるみん認定」 （子育てサポー
ト企業として厚生労働谷が定める一定の基準を満たした企菜．プラチナくるみん、 トライくるみん、プラスを含みます．）を取祖している
企菜については、認定を受けた年度を含む 3年度間はこの要件を不問とします．

※ 6 3 、 4 の基準を満たさずに辞退した場合、再度基準を満たせば辞退の曰から 3年以内であっても再申請が可能です。

※ 8 認定を受けた事菜主は、毎軍業年度終了後 1か月以内に認定基準への適合状況を記載した書類を提出する必要があります。

A 認定企業となるためには、各都却符県労働局へ申請が必要です。上記の認定基準を満たし
ていることを確認した後、各都道府県労働局から認定通知書を交付します。
※申請田などの提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。また、認定基準を満たしてい
るかどうかを確認するための編類をご提出いただきます。詳細は、各都道府県労働局へお問い合わせください。

回'•-•ヨ

｀孟翡言霜闘雲霊言99霊孟ぢ霊二言言‘心‘/)疇
本リーフレットの内容について詳しくは、都道府県労働局、ハローワークヘお問い合わせください。
（融資制度の詳細は、株式会社日本政策金融公庫へお問い合わせください）
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厚生労働省の人材開発支援策 □雷悶醤発促進法、

団屈互〕 次の文中の［二ニ］の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全な文章とせよ。
1 厚生労働省では、人材開発に取り組む事業主・事業主団体を支援するため、さまざまな支

援策を用意している。

例えば、職業能力検定認定制度（仁囚こ］制度・［互二］制度）により、技能の見える化・

標準化を実現している。

亡瓦］制度は、個々の企業や団体が、そこで働く労働者を対象に実施する社内検定のうち、

一定の基準を満たすものを厚生労働大臣が認定する制度である。

一方、仁互コ制度は、雇用する労働者以外の方（求職者、学生、フリーランス等）も受

験対象者となるものである。

同省では、ロゴマークを使って対外的にアピールもできるとして、本制度を人材開発のた

めに活用することを推奨している。

2 キャリアコンサルタントは、［ヱニ］を行う専門家で、平成28年 4 月から国家資格になっ

ている。

守秘義務などが課せられており、安心して仕事や職業に関する相談ができる。

3 []□ とは、「生涯を通じたキャリア・プランニング」及び「職業能力証明」のためのツ

ールである。

に正］を活用することで、従業員のキャリア形成上の課題を把握でき、効果的な能力開

発を推進できる。

さらに、［コ：］を応募書類として活用することで、書面や面接場面だけではとらえられ

ない本人の強みや人物の「立体像」を知ることができる。また、求職者本人のキャリア・プ

ランが明確になり採用後のミスマッチの防止効果が期待できる。

なお、自社の従業員に対して仁互二l を活用した人材育成（雇用型訓練）を実施する事業

主は、「亡互コ」を受給できる場合がある。
選択肢

A ① 団体等検定 ②技能検定 ③ 認定職業訓練 ④ 社内検定認定

B ① 団体等検定 ②技能検定 ③ 認定職業訓練 ④ 社内検定認定

C 
① 労務監査 ② キャリアコンサルティング

③ 労務管理 ④ 職業能力評価

D 
① 離職票 ② キャリアパス

③ ジョプ・カード ④ 雇用保険被保険者証

E 
① 人材開発支援助成金 ② 人材確保等支援助成金

③ 教育訓練給付 ④ キャリアアップ助成金

8 出"82026年度版 厚労省バンフレット・リーフレット攻略問題集



厚生労働省のリーフレット「「人材開発支援策」のご案内（令和 7 年 9 月 1 日改訂版）」を題

材とした問題です。

職業能力検定認定制度（社内検定認定制度・団体等検定制度）については、技能の見える化・

標準化、従業員のモチベーションアップ、若手従業員の定着•新入社員の採用、地域産業復興

に貢献等の効果が期待されています。

このうち、団体等検定制度は、令和 6 年 3 月に創設されたもので、厚生労働省は、出張相談

会を実施するなど、その普及を図っています。

社内検定は事業主等が扉用する労働者を対象とするものですが、団体等検定は、事業主等が

雇用する労働者以外の者（当該事業主等が扉用する労働者以外の労働者のほか、求職者、学生、

フリーランス等）を含めて対象とするものとなっています。

ジョブ・カードやキャリアコンサルティング、キャリアコンサルタントは、法令用語ではあ

りませんが、職業能力開発基本計画などで使われており、一般常識として押さえておきたい用

語です。後述の本問の題材としたリーフレットで確認しておいてください。

［互二］では、助成金の名称を空欄としていますが、概要と助成金の名称が一致すれば正解

を得られます。

どのようなコースがあるのか？ 参考までに紹介しておきます。

⑭し西〕令和8年度の人材開発支援助成金のコースの種類と気になるコースの概要
:............... ·······································································•···················...............................................．.......一．．．．．．．．．············:

I 人材育成支援コース

11 教育訓練休暇等付与コース

m 建設労働者認定訓練コース
IV 建設労働者技能実習コース

v 人への投資促進コース
VII 事業展開等リスキリング支援コース＊

* 企業内における新たな事業の創出等の事業展開等に伴い、労働者に必要となるスキルを習得；

させるための訓練を行う事業主を支援するコース（令和 4 年度から令和 8 年度までの暫定措置）。］
• - • • • • • • • • • • • - • • - • • • • • • - - • - • • - - • • • • • • • - • • - • •• • - • • - - • 0 - - ·ー・........・······························································

5 

D A B E C ③ ① ④ ① ② 社団キ人ジ体材内ヤヨ 検等開プリ 検発定ア. 定支認力コ援定ン
助サド成ル金テ

イ ン グ
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人材開発に取り祖む事業主を支援します！ 「人材開発支援策」のご案内［令和7年 9 月 1 日改訂版］
出典：厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/001 084235.pdf 

事業主・事業主団体の方へ

tう座酋造昼直又i;hi；統括官

人材開発に取り絹む事業主を支援します！

「人材開発支援策」のご案内
令和 7 年 9 月改訂版

厚生労働省では、人材開発に取り組む事業主・事業主団体の皆さまを支援するため、

さまざまな支援策を用意しています。従業員のキャリアアップを図る際は、ぜひご活

用ください。

,, 
全般的な
相談

従業員の

スキル向上
＇ト

社外施設

を図りたい :1 
での訓練

講師派追

会社で

基盤を整備

従業員の

キャリア形成

を促したい

従業貝

自ら活用

会社の将来を担う若者を

採用・育成したい

助成金を活用して
人材開発に取り組みたい

• 
• 

• 

• 
• 
• 
• 
• 
• 
• 
• 
• 

生産性向上人材育成支援センター

在職者訓練（ハロートレーニング）

生産性向上支援訓練

テクノインストラクターの派追など

都道府県が実施する訓練

認定職業訓練

在職者訓練（ハロートレーニング）

I ものづくりマイスターなどJ 
I 職業能力検定認定制度 ] 

|' 職業能力評価基準 I 

キャリア形成・リスキリング推進事業
キャリアコンサルティング
セルフ・キャリアドック

ジョブ・カード

|— 教育訓練給付金
I 教育訓練休暇給付金 I 

| ユースエール認定制度
I 人材開発支援助成金

P.2 

P.2 
~3 

P.3 

P.3 

P.4 

P.5 

P.6 

P.7 

P.7 

P.8 
~9 

都道府県労働局 ハローワーク LLL070930111l総02 l 
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| 9百ご針芸孟0屯内検定認定制度） 口匹＝口 I
「能力検定認定制度」で技能の見える化・標準化を実現！
近邑亘亘亘歪制度は、個々の企業や団体がそこで働く労働者を対象に実施
する社内検定のう』こ已万旦輝を果たすものを厚生労働大臣が認定する
制度です。また、 、体等検― l度は、雇用する労働者以外の方（求職者、

学生、フリーランス等）も受検対象となるものです。ロゴマークを使って
対外的にアピールもできますので、本制度を人材開発のためにご活用
ください。

奎
・職業能力検定を実施することで、技能の見える化・標準化、従業員のモチベーションアップ、

若手従業目の定泊•新入社目の採用、i囮釦産業復興に口献等の効果が期待できます。

お問い合わせ 団体等検定のウェブサイトをご覧くださぃ I 団体等検定制度 1m 

［ロゴマーク】

訊《喩
団体等検定 認定社内検定

3
 

l キャリア形成・リスキリンク推進事業 昌国Phh帰，1,
企業と労働者に対しジョブ・カードを活用してさまざまなキャリア形成及びリスキリング支援を行い
ます。このような従業員の自律的なキャリア形成及びリスキリングの支援を通じて、企業の組織活性
化や生産性向上につなげていきます。

主に下の4つのメニューで、労働者等のキャリア形成を支援します

●ジョブ・カードを活用した採用活動や従業目の人材育成等を実施する企業への支援

●ジョブ・カードを活用した雇用型訓練の実施企業への支援 (P. 8 参照）

●セルフ・キャリアドック導入支援（相談支援・技術的支援、セミナー・研修等）

●労働者に対する専門的なキャリアコンサルティング機会の提供

キャリアコンサルティングとは

キャリアコンサルタント（国家資格）が、相談・助言を行います

キャリアコンサルタントは、キャリア形成や職業能力開発などに関する相談・助言＜巨三互ここ三日：
芦を行う専門家で、平成28年 4月から国家沼格になりました。

守秘義務などが課せられており、安心して仕甲や職業に関する相談ができます。

キャリア形成・リスキリング相談コーナーでは、在職者の方個人がキャリアコンサルティングを受ける

ことができます。

妥正乞互三E匹
「生涯を通じたキャリア・プランニング」と「職業能力証明」のためのツールです

・効果的な人材育成

ジョブ・カードを活用すると、従業員のキャリア形成上の課題を把握でき、効果的な能力開発を
推進できます。

・採用活動

ジョブ・カードを応哀書類として活用すると、樹面や面接場面だけでは見えない本人の強みや
人物の「立体像」を知ることができます。

また、求職者本人のキャリア・プランが明確になり採用後のミスマッチの防止効果が期待できます。

：孟す悶醤竺ご戸足召唇昼言百昼彗蘊5卜を宝：］｀写心昇う］こ悶四r型99唸；：B召）．
疇
雇用関係 | 11 



厚生労働省の障害者雇用対策 障害者雇用促進法

直互〕次の文中の仁ニコの部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全な文章とせよ。
1 障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度（仁囚二］認定制度）とは、障害

者雇用促進法に基づき、障害者の雁用の促進や安定に関する取組みなどの優良な中小企業を

厚生労働大臣が認定する制度である。

認定事業主になると、自社の商品・サービス・広告などのほか、ハローワークの求人票に

障害者雇用優良中小事業主認定マークを表示することができるなどのメリットがある。

なお、この認定企業の対象となるのは、所定の認定基準をすべて満たす中小企業の事業主

（常時雇用する労働者が［二互コ人以下の事業主）とされている。
2 障害者扉用のルールとして、障害者雇用促進法において、「雇用の分野における障害者の

差別禁止及び合理的配慮の提供義務」が設けられている。

このうち、「障害者に対する合理的配慮の提供義務」とは、次のような義務をいう。

「事業主は、障害者と障害者でない者との均等な機会の確保の［こ二］ため、募集・採用

に当たり障害者からの申出により障害の［互：コに配慮した必要な措置を講じなければなら

ない。また、障害者である労働者と障害者でない労働者との均等待遇の確保や、障害者であ

る労働者の能力発揮の［こ二l ため、障害の［コこ］に配慮した、施設整備、援助者の配置
などの必要な措置を講じなければならない。ただし、事業主に対して|二互コを及ぽすこと

となる場合は、この限りではない。」

選択肢

① 負担

⑤ 向上を図る

⑨ 種類

⑬ 

⑯ 

⑳ 

( 50 

⑥ 過重な負担

⑩ 実現を図る

ユースエール ⑭ 状態

経営上悪影孵 ⑰ 500 

支障となっている事情を根絶する

③
⑦
⑪
⑮
⑱
 

くるみん ④ 

100 ⑧ 

経済的な負担 ⑫ 300 

支障となっている事情を改善する

もにす ⑲ 程度

特性

えるぼし

泊一

厚生労働省の雇用に関する施策から、障害者雇用対策を取り上げました。

問題文は、厚生労働省ホームページの記述を題材とするパターンです。

1 は、「障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度」を題材としたものです。

この認定制度は、もにす（「ともにすすむ」から命名）認定制度という愛称で周知が図られて

います。
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